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衆
議
院
議
員
河
野
正
美
君
提
出
我
が
国
の
国
土
を
保
全
す
る
た
め
の
土
地
取
得
の
規
制
強
化
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る

答
弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
外
国
人
の
土
地
所
有
を
規
制
す
る
法
令
」
と
し
て
は
、
外
国
人
土
地
法
（
大
正
十
四
年
法
律
第
四
十
二
号
）

が
存
在
し
、
同
法
第
一
条
が
相
互
主
義
の
観
点
か
ら
、
同
法
第
四
条
が
「
国
防
上
必
要
ナ
ル
地
区
」
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ

政
令
に
よ
り
外
国
人
及
び
外
国
法
人
の
土
地
取
得
等
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
を
定
め
て
い
る
が
、
現
在
、
同
法
に
基

づ
く
政
令
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
。

二
に
つ
い
て

外
国
人
土
地
法
に
基
づ
く
政
令
に
よ
り
御
指
摘
の
観
点
か
ら
外
国
人
の
土
地
取
得
等
を
規
制
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
同

法
第
一
条
が
相
互
主
義
を
前
提
と
し
た
規
定
で
あ
る
こ
と
、
同
法
第
四
条
の
「
国
防
上
必
要
ナ
ル
地
区
」
が
大
日
本
帝
国
憲

法
下
に
お
け
る
陸
・
海
軍
の
軍
事
活
動
を
前
提
と
し
た
規
定
で
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
、
同
法
が
外
国
人
及
び
外
国
法
人
の
土

地
に
関
す
る
権
利
の
制
限
の
態
様
、
制
限
に
違
反
し
た
場
合
の
措
置
等
に
つ
い
て
政
令
に
包
括
的
、
白
紙
的
に
委
任
し
て
い

る
こ
と
と
い
っ
た
問
題
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
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三
に
つ
い
て

外
国
人
及
び
外
国
法
人
の
土
地
取
得
の
実
態
に
つ
い
て
網
羅
的
に
調
査
を
行
い
、
そ
の
詳
細
を
把
握
す
る
こ
と
は
必
ず
し

も
容
易
で
は
な
い
が
、
例
え
ば
、
森
林
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
省
に
お
い
て
、
外
国
人
及
び
外
国
法
人
の
森
林
取
得
に
関

す
る
調
査
を
平
成
二
十
二
年
以
降
毎
年
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、本
年
四
月
に
公
表
し
た
当
該
調
査
の
結
果
に
よ
れ
ば
、

平
成
二
十
四
年
中
に
外
国
に
所
在
す
る
外
国
法
人
又
は
外
国
に
住
所
を
有
す
る
外
国
人
と
思
わ
れ
る
者
に
よ
り
森
林
が
取
得

さ
れ
た
事
例
の
件
数
及
び
面
積
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
八
件
及
び
合
計
約
十
六
ヘ
ク
タ
ー
ル
と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、

自
衛
隊
施
設
に
隣
接
す
る
土
地
に
つ
い
て
は
、
防
衛
省
に
お
い
て
、
所
管
の
行
政
財
産
の
管
理
業
務
の
一
環
の
中
で
そ
の
現

況
の
把
握
に
努
め
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
土
地
の
使
用
や
取
得
に
関
す
る
現
在
の
規
制
」
と
し
て
は
、
土
地
の
投
機
的
取
引
及
び
地
価
の
高
騰
が
国
民

生
活
に
及
ぼ
す
弊
害
を
除
去
し
、
か
つ
、
適
正
か
つ
合
理
的
な
土
地
利
用
の
確
保
を
図
る
た
め
、
一
定
面
積
以
上
の
土
地
取

引
の
規
制
に
関
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
国
土
利
用
計
画
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
九
十
二
号
）
に
基
づ
く
規
制
や
、
水

か
ん

源
の
涵
養
を
始
め
と
す
る
森
林
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
維
持
を
図
る
た
め
、
保
安
林
制
度
や
民
有
林
に
お
け
る
開
発
行
為

二



に
対
す
る
許
可
制
度
等
を
設
け
て
い
る
森
林
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
四
十
九
号
）
に
基
づ
く
規
制
な
ど
が
あ
り
、

こ
れ
ら
の
規
制
は
そ
れ
ぞ
れ
一
定
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
直
ち
に
「
土
地
の
使
用
や

取
得
に
関
す
る
・
・
・
規
制
」
を
「
強
化
」
す
る
特
段
の
必
要
性
が
あ
る
と
は
考
え
て
い
な
い
が
、
御
指
摘
の
「
水
源
地
や

水
源
を
涵
養
す
る
森
林
、
国
境
の
島
嶼
、
防
衛
施
設
周
辺
の
土
地
の
取
引
」
の
規
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
水
資
源
、
国

土
の
保
全
及
び
安
全
保
障
上
の
重
要
性
に
鑑
み
、
関
係
府
省
庁
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
制
限
の
必
要
性
や
個
人
の
財
産
権
の

保
障
、
国
際
約
束
と
の
整
合
性
等
の
諸
事
情
を
も
総
合
考
慮
し
た
上
で
、
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。
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